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Ⅰ ひょうご事業改善レビューの実施
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■県では、イノベーション型の行財政運営の実現を目指す取組の一環として、

「ひょうご事業改善レビュー」を今年度から実施します。

■レビューは、コロナ禍を踏まえ、ＩＣＴ活用や民間との協働、より効果的な施

策展開を図るためのブラッシュアップなど事業改善を狙いとしており、今回、

各部による対象事業の選定・自己評価を実施したので公表します。

事業改善レビューシートとして事業ごとにホームページで公表

■今後、外部委員会による意見やアイデア等を得て、来年度予算に向けて事業の

改善に取り組みます。

②外部委員会
からの意見等

③予算編成
への反映

［レビューの流れ］

①民間との協働・民間の活躍促進②より効果的な施策の展開③県民利便性の向
上の観点から対象事業を選定し、各部により事業の自己評価を実施

施策改善に向けて、それぞれの委員の専門的見地に基づくご意見や新たなアイ
デアをいただく外部委員会を開催

自己評価に加え、外部委員会、県議会、市町、関係団体等の意見も踏まえ、翌
年度当初予算編成に向けた施策検討や予算要求に反映

①対象事業の
選定・自己評価

※URL：https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk23/jigyoukaizenrebyu.html
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民間との協働の効果を最大限に活かすための事業手法や、民間事業
者の連携促進を図るための支援方法などの改善を検討
・スタートアップとの連携促進など異業種交流の活性化

（異業種交流活性化支援事業） など

①民間との協働・民間の活躍促進、②より効果的な施策の展開、③県民利便性

の向上のそれぞれの観点から30事業を選定

Ⅱ レビュー対象事業の選定

（１）ICTの活用
ICTを活用した新たな実施手法や利用者の利便性向上、業務改善に

つながる取組などを検討
・バーチャル企業訪問など県内大学生の地元就職促進

（大学連携組織を活用した県内大学生の地元就職促進プロジェクト） など

２ より効果的な施策の展開【21事業】

１ 民間との協働・民間の活躍促進【５事業】
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（２）周知・PR方法の改善・強化
施策を広く周知するためのアプローチや、効果的で実効性の高い

普及啓発、新規ターゲットを獲得するためのＰＲ手法などを検討
・ひょうごｅｰ県民アプリのアクティブユーザー獲得

（ひょうごｅｰ県民登録事業） など

（３）県民ニーズ等の適切な把握を通じた事業内容の充実
社会情勢の変化や事業の実施状況を踏まえた適切な利用者ニーズ

把握などを通じた事業改善の検討
・コロナ禍における企業のメンタルヘルス対策への支援充実

（企業のメンタルヘルス等推進事業） など

（４）課題解決に向けた事業内容の改善
好事例の展開、情報収集の強化、関係機関とのさらなる連携など

を踏まえた事業改善の検討
・好事例の展開を通じた移動販売事業の取組促進

（商店街買い物アシスト事業） など

Ⅱ レビュー対象事業の選定

２ より効果的な施策の展開【21事業】（続き）



開始間もない事業のうち、事業推進にあたっての評価指標（アウトカム、アウト

プット指標）の設定が事業目的に対して適正かなどについて意見等をいただく。

・観光・特産品の首都圏プロモーション事業 など
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（１）申請・手続き等のデジタル化
県民の負担軽減につながるオンライン申請の導入などデジタル化

による事業改善の検討
・企業におけるがん検診受診促進のための申請事務のオンライン化

（企業におけるがん検診受診促進事業） など

（２）事務の効率化等による負担軽減
県民・行政双方の負担軽減のための改善の検討
・心身障害者扶養共済の掛け金納付方法の多様化

（心身障害者扶養共済制度） など

Ⅱ レビュー対象事業の選定

３ 県民利便性の向上【４事業】

■目標設定に対して意見等をいただく事業【7事業】
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氏名（◎：委員長） 役 職 等

◎上村 敏之 関西学院大学経済学部 教授

小田垣 栄司 株式会社ノヴィータ 代表取締役会長
[兵庫県地域創生戦略会議企画委員会委員(R2～R3)］

瀧井 智美 株式会社ICB 代表取締役
[第８期男女共同参画審議会委員（兵庫県）]

福田 直樹
兵庫県立大学大学院
社会科学研究科経営専門職専攻 准教授

別府 幹雄
株式会社ガバメイツ 代表取締役社長
コニカミノルタパブリテック株式会社 代表取締役社長
[神戸市や三木市等、自治体の業務効率化の支援経験あり]

米田 小百合 公認会計士
[兵庫県公立大学法人評価委員会委員]

［委員（６名）］

施策改善に向けて、それぞれの委員の専門的見地に基づくご意見や新たなアイ

デアをいただく外部委員会を開催

Ⅲ 外部委員会について
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令和４年 ８月～９月 外部委員会の開催・意見とりまとめ

10月～ 外部委員会の意見等の公表

10月～11月
県・市長会・町村会意見交換会（仮称）での
意見交換

11月
県政改革審議会
（事業改善レビュー内容についての審議）

令和５年 ２月
最終公表
（令和5年度当初予算と合わせて公表）

Ⅳ 今後のスケジュール



①
カムバックひょうごハローワークの民間との協働による機能強化
（カムバックひょうごハローワークの運営）

②
スタートアップとの連携促進など異業種交流の活性化
（異業種交流活性化支援事業）

③
コロナ禍を踏まえた地場産業の海外展開への支援
（地場産業海外展開支援事業）

④
コワーキングスペースにおける起業家交流環境の強化
（コワーキングスペース開設支援事業）

⑤
新規団体の参入促進などを通じた県民芸術劇場の活性化
(県民芸術劇場の開催)

２　より効果的な施策の展開（21事業）

（１）ICTの活用

①
バーチャル企業訪問など県内大学生の地元就職促進
（大学連携組織を活用した県内大学生の地元就職促進プロジェクト）

②
オンライン技術を活用した手話の普及促進
（手話普及促進事業）

③
オンライン研修を通じた訪問看護ステーションの教育支援の強化
(訪問看護ステーション教育支援強化事業)

④
教育副読本のデジタル化および家庭・地域での活用促進
（教育副読本配布事業）

（２）周知・PR方法の改善・強化

①
ひょうごe-県民アプリのアクティブユーザー獲得
（ひょうごe-県民登録事業）

②
兵庫県住宅再建共済制度の加入促進に向けた新たな広報アプローチの検討
(兵庫県住宅再建共済制度実施事業)

③
依存症に関する正しい知識の効果的な普及啓発の検討
（依存症対策総合支援事業）

④
国保特定健診・特定保健指導の効果的な受診勧奨
（国保特定健診・特定保健指導実施率アップ事業）

⑤
ひょうごオンリーワン企業等認定制度の改善
（ひょうごオンリーワン企業等認定・支援事業）

⑥
兵庫県CGハザードマップの効率的運営・機能強化
（兵庫県CGハザードマップ運営事業）

⑦
教員採用試験応募者確保のための新たな広報アプローチの検討
（教員採用試験・工夫改善事業）

１　民間との協働・民間の活躍促進（5事業）

令和４年度ひょうご事業改善レビュー 対象事業（30事業）
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（３）県民ニーズ等の適切な把握を通じた事業内容の充実

①
視覚障害者の資格取得・就労のためのオーディオブックの充実強化
（視覚障害者情報取得等充実強化事業）

②
コロナ禍における企業のメンタルヘルス対策への支援充実
(企業のメンタルヘルス等推進事業)

③
働き盛り世代の認知症対策の効果的な推進
(働き盛り世代の認知症予防・早期発見・対応促進事業)

（４）課題解決に向けた事業内容の改善

①
好事例の展開を通じた移動販売事業の取組促進
（商店街買い物アシスト事業）

②
地域楽農生活センター開設支援事業と田舎暮らし農園施設整備支援事業の発
展的統合による楽農交流人口増加に向けた支援の充実
（地域楽農生活センター開設支援事業）

③
地域楽農生活センター開設支援事業と田舎暮らし農園施設整備支援事業の発
展的統合による楽農交流人口増加に向けた支援の充実
（田舎暮らし農園施設整備支援事業）

④
情報収集の強化等によるアライグマ・ヌートリアの被害軽減に向けた支援強
化
(特定外来生物被害対策事業)

⑤
新技術の活用等による有害鳥獣捕獲狩猟者の育成強化
(有害鳥獣捕獲狩猟者育成プロジェクト)

⑥
地域の実情を踏まえた県独自の駅舎バリアフリー化の推進
（公共交通バリアフリー化促進事業[鉄道駅舎エレベーター等設置補助]）

⑦
国際スポーツ大会等の誘致促進に向けた支援の充実
（スポーツ大会招致事業）

３　県民利便性の向上（4事業）

（１）申請・手続き等のデジタル化

①
企業におけるがん検診受診促進のための申請事務のオンライン化
(企業におけるがん検診受診促進事業)

②
高等学校等就学助成の申請事務のオンライン化
（高等学校等就学助成事業）

（２）事務の効率化等による負担軽減

①
心身障害者扶養共済の掛金納付方法の多様化
（心身障害者扶養共済制度）

②
ひょうご安心・推奨ブランドの認証手続きの負担軽減
（ひょうご食品認証事業）
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■目標設定に対して意見等をいただく事業（7事業）

①

②

※事業開始間もない事業から選定

⑦

スマートシティモデル事業の推進

空家活用特区総合支援事業

再生可能エネルギーの地産地消モデルの構築

県産農林水産物の流通・販路拡大支援事業

観光・特産品の首都圏プロモーション事業

企業レジリエンス強化の為のBCP/BCM伴走型支援事業

アウトリーチ型在宅育児相談事業③

④

⑤

⑥

【問い合わせ先】

財務部 県政改革課 企画運営班

TEL 078-362-3071

FAX 078-362-9478
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